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１．嘉麻市子ども・子育て支援会議条例等 

平成25年６月26日条例第20号 

嘉麻市子ども・子育て支援会議条例 

 

（設置） 

第１条 嘉麻市における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し

必要な事項及び当該施策の実施状況等を調査審議するため、子ども・子育て支援法（平成

24年法律第65号。以下「法」という。）第77条第１項の規定に基づき、嘉麻市子ども・子

育て支援会議（以下「支援会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 支援会議は、法第77条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

２ 支援会議は、前項に規定する事務に関し、市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第３条 支援会議は、委員12人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 子どもの保護者 ４人以内 

(２) 子ども・子育て支援に関する関係団体の代表者 １人 

(３) 子ども・子育て支援に関する事業従事者 ３人以内 

(４) 学識経験者 １人 

(５) 関係行政機関の職員 １人 

(６) その他市長が必要と認める者 ２人以内 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けたときの補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 支援会議に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、支援会議を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 支援会議の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 支援会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 支援会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

（庶務） 

第７条 支援会議の庶務は、主管課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し、支援会議の運営に必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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平成25年６月28日規則第28号 

嘉麻市子ども・子育て支援会議条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、嘉麻市子ども・子育て支援会議条例（平成25年嘉麻市条例第20号）第

８条の規定に基づき、嘉麻市子ども・子育て支援会議（以下「支援会議」という。）の運

営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（招集通知） 

第２条 会長は、会議を招集しようとするときは、あらかじめ、会議開催の日時、場所及び

付議案件を委員に通知しなければならない。 

（意見の聴取等） 

第３条 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴

き、又は資料の提出を求めることができる。 

（会議録） 

第４条 会長は、会議終了後、速やかに次に掲げる事項を記載した会議録を作成しなければ

ならない。 

(１) 会議の開催日時及び開催場所 

(２) 会議の公開又は非公開の別 

(３) 会議の非公開の理由（会議を非公開にした場合に限る。） 

(４) 出席者の氏名 

(５) 傍聴者の人数（会議を公開した場合に限る。） 

(６) 議題及び審議の内容 

(７) 前各号に掲げるもののほか、会長が必要と認める事項 

２ 前項第６号に規定する審議の内容については、特に詳細な記録が必要である場合を除き、

要点筆記によるものとする。 

３ 会議録は、その内容について、委員のうちから会長が指定する者の確認を得なければな

らない。 

（補則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、支援会議の運営に関し必要な事項は、会長が支援会

議に諮って定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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２．嘉麻市子ども・子育て支援会議委員名簿 

（任期：平成２５年９月２４日～平成２７年９月２３日） 

区分 所属等 氏名 備考 

子どもの保護者 公募委員 灰本 郁美  

子どもの保護者 公募委員 松隈 康徳  

子どもの保護者 公募委員 佐々木 隆介  

子どもの保護者 公募委員 林  舞子  

子育て支援団体 嘉穂っ子キッズクラブ 原田 留美子  

子育て支援事業従事者 明見保育園（私立） 合代 さゆり  

子育て支援事業従事者 稲築幼稚園（私立） 高城 無憂  

子育て支援事業従事者 鴨生保育所（公立） 大園 喜代子  

学識経験者 近畿大学九州短期大学保育科 垂見 直樹 会長 

関係行政機関 飯塚公共職業安定所 福澤 和彦  

その他必要と認めるもの 嘉麻市民生委員児童委員協議会 中西  登  

その他必要と認めるもの 嘉麻市教育委員会 豊福 眸子 副会長 

敬称略・平成２７年２月６日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

嘉麻市子ども・子育て支援会議委員と赤間市長  
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３．嘉麻市子ども・子育て支援会議審議経過 

期日 内容 

【第１回】 

平成２５年９月２４日 

○委嘱書交付 

○会長、副会長選出 

○諮問 

○嘉麻市子ども・子育て支援会議について 

○子ども・子育て支援制度の概要について 

○今後のスケジュールについて 

○「嘉麻市子ども・子育てに関するニーズ調査」調査票の検討につい

て 

【第２回】 

平成２５年１０月７日 
○嘉麻市子ども・子育て支援に関するニーズ調査について 

【第３回】 

平成２６年３月１９日 

○嘉麻市子ども・子育て支援に関するニーズ調査結果報告について 

○嘉麻市子ども・子育て支援事業計画（案）について 

【第４回】 

平成２６年５月２８日 

○教育・保育提供区域の設定について 

○事業計画における「量の見込み」について 

○今後のスケジュールについて 

【第５回】 

平成２６年７月１６日 

○第４回資料等に対するご意見について 

○教育・保育提供区域の設定について 

○嘉麻市子ども・子育て支援事業計画（素案）について 

【第６回】 

平成２６年８月２７日 
○嘉麻市子ども・子育て支援事業計画（素案）について 

【第７回】 

平成２６年１０月１日 

○嘉麻市子ども・子育て支援事業計画（素案）について 

○新制度施行に係る各種基準条例案等について 

【第８回】 

平成２６年１０月１５日 
○嘉麻市子ども・子育て支援事業計画（素案）について【中間報告】 

【第９回】 

平成２７年１月１４日 

○パブリックコメント実施結果について 

○嘉麻市子ども・子育て支援事業計画（素案）の修正等について 

○答申書（案）について 

【第１０回】 

平成２７年２月６日 

○答申書等の最終確認について 

○嘉麻市子ども･子育て支援事業計画案の答申 
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４．用語解説 

用   語 解   説 

か 行 

核家族世帯 
夫婦のみの世帯、夫婦と子どもから成る世帯、男親と子どもから成る

世帯、女親と子どもから成る世帯のこと。 

教育・保育施設 
子ども・子育て支援法における「認定こども園」、「幼稚園」及び「保

育所」のこと。 

さ 行 

児童扶養手当 

母子・父子世帯等の生活の安定を図り、自立を促進することを目的と

して、18歳に達する日以後の３月31日までの間にある児童、または

20歳未満の障がいのある児童を監護している母・父等に手当を支給す

ること。 

親族世帯 
２人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係にある世帯

員のいる世帯のこと。 

た 行 

地域型保育事業 
小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所内保育の４つの

保育事業のこと。 

特別児童扶養手当 

児童の福祉の増進を図ることを目的として、身体または精神に法の定

める程度以上の障がい（身障手帳１、２、３、４級の一部または療育

手帳Ａ、Ｂの一部程度の障がい）のある 20 歳未満の児童を監護して

いる父母または養育者に手当を支給すること。 

な 行 

認定区分 

保育所（園）、幼稚園、認定こども園、地域型保育などを利用する際に

市町村から受ける認定であり、次の３区分が設けられている。 

１号＝満３歳以上で幼稚園等での教育を希望する場合（利用先：幼稚

園、認定こども園） 

２号＝満３歳以上で「保育の必要な事由」に該当し、保育所等での保

育を希望する場合（利用先：保育所、認定こども園）、 

３号＝満３歳未満で「保育の必要な事由」に該当し、保育所等での保

育を希望する場合（利用先：保育所、認定こども園、地域型保育） 

は 行 

保育士等処遇改善臨

時特例事業 

保育士の人材確保対策を推進する一環として、保育士の処遇改善に取

り組む私立保育所への補助を行うことにより、保育士の確保を進める

事業。 

保育所児童保育要録 

厚生労働省から示される保育所保育指針に基づき、すべての保育所入

所児童（年長児）について、保育所から就学先となる小学校へ、子ど

もの育ちを支える資料として送付するもの。具体的には、保育所名や

子どもの保育期間などの入所に関する記録や、発達過程や健康状態な

どの保育に関する記録等を記載したもの。 
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用   語 解   説 

保育体制強化事業 

地域住民や子育て経験者など、地域の多様な人材（保育支援者）を保

育に係る周辺業務に活用し、保育士の負担を軽減することによって、

保育の体制を強化する事業。 

母子及び父子並びに

寡婦福祉法 

母子家庭等及び寡婦に対し、生活の安定と向上のために必要な措置を

講じ、母子家庭等及び寡婦の福祉を図ることを目的とする法律。 
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５．子ども・子育て支援法 

 
最終改正：平成 26 年６月 13 日法律第 69 号 

 

 

第１章 総則  

 

（目的） 

第１条 この法律は、我が国における急速な尐子化の進

行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み、

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）その他の子ども

に関する法律による施策と相まって、子ども・子育て

支援給付その他の子ども及び子どもを養育している者

に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健や

かに成長することができる社会の実現に寄与すること

を目的とする。 

（基本理念） 

第２条 子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が

子育てについての第一義的責任を有するという基本的

認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会の

あらゆる分野における全ての構成員が、各々の役割を

果たすとともに、相互に協力して行われなければなら

ない。 

２ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支

援の内容及び水準は、全ての子どもが健やかに成長す

るように支援するものであって、良質かつ適切なもの

でなければならない。 

３ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支

援は、地域の実情に応じて、総合的かつ効率的に提供

されるよう配慮して行われなければならない。  

（市町村等の責務） 

第３条 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法

律の実施に関し、次に掲げる責務を有する。 

一 子どもの健やかな成長のために適切な環境が等し

く確保されるよう、子ども及びその保護者に必要な

子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支

援事業を総合的かつ計画的に行うこと。 

二 子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て

支援給付を受け、及び地域子ども・子育て支援事業

その他の子ども・子育て支援を円滑に利用するため

に必要な援助を行うとともに、関係機関との連絡調

整その他の便宜の提供を行うこと。 

三 子ども及びその保護者が置かれている環境に応じ

て、子どもの保護者の選択に基づき、多様な施設又

は事業者から、良質かつ適切な教育及び保育その他

の子ども・子育て支援が総合的かつ効率的に提供さ

れるよう、その提供体制を確保すること。  

２ 都道府県は、市町村が行う子ども・子育て支援給付

及び地域子ども・子育て支援事業が適正かつ円滑に行

われるよう、市町村に対する必要な助言及び適切な援

助を行うとともに、子ども・子育て支援のうち、特に 

 

 

専門性の高い施策及び各市町村の区域を超えた広域的

な対応が必要な施策を講じなければならない。 

３ 国は、市町村が行う子ども・子育て支援給付及び地

域子ども・子育て支援事業その他この法律に基づく業

務が適正かつ円滑に行われるよう、市町村及び都道府

県と相互に連携を図りながら、子ども・子育て支援の

提供体制の確保に関する施策その他の必要な各般の措

置を講じなければならない。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、その雇用する労働者に係る多様な労

働条件の整備その他の労働者の職業生活と家庭生活と

の両立が図られるようにするために必要な雇用環境の

整備を行うことにより当該労働者の子育ての支援に努

めるとともに、国又は地方公共団体が講ずる子ども・

子育て支援に協力しなければならない。 

（国民の責務） 

第５条 国民は、子ども・子育て支援の重要性に対する

関心と理解を深めるとともに、国又は地方公共団体が

講ずる子ども・子育て支援に協力しなければならない。  

（定義） 

第６条 この法律において「子ども」とは、十八歳に達

する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者を

いい、「小学校就学前子ども」とは、子どものうち小学

校就学の始期に達するまでの者をいう。 

２ この法律において「保護者」とは、親権を行う者、

未成年後見人その他の者で、子どもを現に監護する者

をいう。 

第７条 この法律において「子ども・子育て支援」とは、

全ての子どもの健やかな成長のために適切な環境が等

しく確保されるよう、国若しくは地方公共団体又は地

域における子育ての支援を行う者が実施する子ども及

び子どもの保護者に対する支援をいう。  

２ この法律において「教育」とは、満三歳以上の小学

校就学前子どもに対して義務教育及びその後の教育の

基礎を培うものとして教育基本法（平成 18 年法律第

120 号）第６条第１項に規定する法律に定める学校にお

いて行われる教育をいう。  

３ この法律において「保育」とは、児童福祉法第６条

の３第７項に規定する保育をいう。  

４ この法律において「教育・保育施設」とは、就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成 18 年法律第 77 号。以下「認定こ

ども園法」という。）第２条第６項に規定する認定こど

も園（以下「認定こども園」という。）、学校教育法（昭

和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する幼稚園（認定

こども園法第３条第１項又は第３項の認定を受けたも

の及び同条第９項の規定による公示がされたものを除
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く。以下「幼稚園」という。）及び児童福祉法第 39 条

第１項に規定する保育所（認定こども園法第３条第１

項の認定を受けたもの及び同条第９項の規定による公

示がされたものを除く。以下「保育所」という。）をい

う。 

５ この法律において「地域型保育」とは、家庭的保育、

小規模保育、居宅訪問型保育及び事業所内保育をいい、

「地域型保育事業」とは、地域型保育を行う事業をい

う。  

６ この法律において「家庭的保育」とは、児童福祉法

第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業として行

われる保育をいう。  

７ この法律において「小規模保育」とは、児童福祉法

第６条の３第10項に規定する小規模保育事業として行

われる保育をいう。  

８ この法律において「居宅訪問型保育」とは、児童福

祉法第６条の３第11項に規定する居宅訪問型保育事業

として行われる保育をいう。  

９ この法律において「事業所内保育」とは、児童福祉

法第６条の３第12項に規定する事業所内保育事業とし

て行われる保育をいう。  

 

第２章 子ども・子育て支援給付 

 

第１節 通則 

 

（子ども・子育て支援給付の種類） 

第８条 子ども・子育て支援給付は、子どものための現

金給付及び子どものための教育・保育給付とする。  

 

第２節 子どものための現金給付  

 

第９条 子どものための現金給付は、児童手当（児童手

当法（昭和 46 年法律第 73 号）に規定する児童手当を

いう。以下同じ。）の支給とする。  

第 10 条 子どものための現金給付については、この法律

に別段の定めがあるものを除き、児童手当法の定める

ところによる。  

 

第３節 子どものための教育・保育給付  

 

第１款 通則 

（子どものための教育・保育給付） 

第 11 条 子どものための教育・保育給付は、施設型給付

費、特例施設型給付費、地域型保育給付費及び特例地

域型保育給付費の支給とする。  

第 12 条～第 18 条（略） 

 

第２款 支給認定等  

 

（支給要件） 

第 19 条 子どものための教育・保育給付は、次に掲げる

小学校就学前子どもの保護者に対し、その小学校就学

前子どもの第 27 条第１項に規定する特定教育・保育、

第 28 条第１項第二号に規定する特別利用保育、同項第

三号に規定する特別利用教育、第 29 条第１項に規定す

る特定地域型保育又は第30条第１項第四号に規定する

特例保育の利用について行う。  

一 満三歳以上の小学校就学前子ども（次号に掲げる

小学校就学前子どもに該当するものを除く。）  

二 満三歳以上の小学校就学前子どもであって、保護

者の労働又は疾病その他の内閣府令で定める事由に

より家庭において必要な保育を受けることが困難で

あるもの  

三 満三歳未満の小学校就学前子どもであって、前号

の内閣府令で定める事由により家庭において必要な

保育を受けることが困難であるもの  

２ 内閣総理大臣は、前項第二号の内閣府令を定め、又

は変更しようとするときは、あらかじめ、厚生労働大

臣に協議しなければならない。  

（市町村の認定等） 

第20条 前条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの

保護者は、子どものための教育・保育給付を受けよう

とするときは、内閣府令で定めるところにより、市町

村に対し、その小学校就学前子どもごとに、子どもの

ための教育・保育給付を受ける資格を有すること及び

その該当する同項各号に掲げる小学校就学前子どもの

区分についての認定を申請し、その認定を受けなけれ

ばならない。  

２ 前項の認定は、小学校就学前子どもの保護者の居住

地の市町村が行うものとする。ただし、小学校就学前

子どもの保護者が居住地を有しないとき、又は明らか

でないときは、その小学校就学前子どもの保護者の現

在地の市町村が行うものとする。  

３ 市町村は、第１項の規定による申請があった場合に

おいて、当該申請に係る小学校就学前子どもが前条第

１項第二号又は第三号に掲げる小学校就学前子どもに

該当すると認めるときは、政令で定めるところにより、

当該小学校就学前子どもに係る保育必要量（月を単位

として内閣府令で定める期間において施設型給付費、

特例施設型給付費、地域型保育給付費又は特例地域型

保育給付費を支給する保育の量をいう。以下同じ。）の

認定を行うものとする。  

４ 市町村は、第１項及び前項の認定（以下「支給認定」

という。）を行ったときは、その結果を棟外支給認定に

係る保護者（以下「支給認定保護者」という。）に通知

しなければならない。この場合において、市町村は、

内閣府令で定めるところにより、当該支給認定に係る

小学校就学前子ども（以下「支給認定子ども」という。）

の該当する前条第１項各号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分、保育必要量その他の内閣府令で定める事項

を記載した認定証（以下「支給認定証」という。）を交

付するものとする。  

５ 市町村は、第１項の規定による申請について、当該

保護者が子どものための教育・保育給付を受ける資格
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を有すると認められないときは、理由を付して、その

旨を当該申請に係る保護者に通知するものとする。  

６ 第１項の規定による申請に対する処分は、当該申請

のあった日から三十日以内にしなければならない。た

だし、当該申請に係る保護者の労働又は疾病の状況の

調査に日時を要することその他の特別な理由がある場

合には、当該申請のあった日から三十日以内に、当該

保護者に対し、当該申請に対する処分をするためにな

お要する期間（次項において「処理見込期間」という。）

及びその理由を通知し、これを延期することができる。  

７ 第１項の規定による申請をした日から三十日以内に

当該申請に対する処分がされないとき、若しくは前項

ただし書の通知がないとき、又は処理見込期間が経過

した日までに当該申請に対する処分がされないときは、

当該申請に係る保護者は、市町村が当該申請を却下し

たものとみなすことができる。  

（支給認定の有効期間） 

第 21 条 支給認定は、内閣府令で定める期間（以下「支

給認定の有効期間」という。）内に限り、その効力を有

する。  

（届出） 

第 22 条 支給認定保護者は、支給認定の有効期間内にお

いて、内閣府令で定めるところにより、市町村に対し、

その労働又は疾病の状況その他の内閣府令で定める事

項を届け出、かつ、内閣府令で定める書類その他の物

件を提出しなければならない。  

（支給認定の変更） 

第 23 条 支給認定保護者は、現に受けている支給認定に

係る当該支給認定子どもの該当する第19条第１項各号

に掲げる小学校就学前子どもの区分、保育必要量その

他の内閣府令で定める事項を変更する必要があるとき

は、内閣府令で定めるところにより、市町村に対し、

支給認定の変更の認定を申請することができる。  

２ 市町村は、前項の規定による申請により、支給認定

保護者につき、必要があると認めるときは、支給認定

の変更の認定を行うことができる。この場合において、

市町村は、当該変更の認定に係る支給認定保護者に対

し、支給認定証の提出を求めるものとする。  

３ 第 20 条第２項、第３項、第４項前段及び第５項から

第７項までの規定は、前項の支給認定の変更の認定に

ついて準用する。この場合において、必要な技術的読

替えは、政令で定める。  

４ 市町村は、職権により、支給認定保護者につき、第

19 条第１項第三号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子どもが満三歳に達したときその他必要

があると認めるときは、内閣府令で定めるところによ

り、支給認定の変更の認定を行うことができる。この

場合において、市町村は、内閣府令で定めるところに

より、当該変更の認定に係る支給認定保護者に対し、

支給認定証の提出を求めるものとする。  

５ 第 20 条第２項、第３項及び第４項前段の規定は、前

項の支給認定の変更の認定について準用する。この場

合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

６ 市町村は、第２項又は第４項の支給認定の変更の認

定を行った場合には、内閣府令で定めるところにより、

支給認定証に当該変更の認定に係る事項を記載し、こ

れを返還するものとする。  

（支給認定の取消し） 

第 24 条 支給認定を行った市町村は、次に掲げる場合に

は、当該支給認定を取り消すことができる。  

一 当該支給認定に係る満三歳未満の小学校就学前子

どもが、支給認定の有効期間内に、第 19 条第１項

第三号に掲げる小学校就学前子どもに該当しなく

なったとき。  

二 当該支給認定保護者が、支給認定の有効期間内に、

当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有す

るに至ったと認めるとき。  

三 その他政令で定めるとき。  

２ 前項の規定により支給認定の取消しを行った市町村

は、内閣府令で定めるところにより、当該取消しに係

る支給認定保護者に対し支給認定証の返還を求めるも

のとする。  

（都道府県による援助等） 

第 25 条 都道府県は、市町村が行う第 20 条、第 23 条及

び前条の規定による業務に関し、その設置する福祉事

務所（社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）に定める

福祉に関する事務所をいう。）、児童相談所又は保健所

による技術的事項についての協力その他市町村に対す

る必要な援助を行うことができる。  

（内閣府令への委任） 

第 26 条 この款に定めるもののほか、支給認定の申請そ

の他の手続に関し必要な事項は、内閣府令で定める。  

 

第３款 施設型給付費及び地域型保育給付費等の支給  

 

（施設型給付費の支給） 

第 27 条 市町村は、支給認定子どもが、支給認定の有効

期間内において、市町村長（特別区の区長を含む。以

下同じ。）が施設型給付費の支給に係る施設として確認

する教育・保育施設（以下「特定教育・保育施設」と

いう。）から当該確認に係る教育・保育（地域型保育を

除き、第 19 条第１項第一号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する支給認定子どもにあっては認定こども園

において受ける教育・保育（保育にあっては、同号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども

に対して提供される教育に係る標準的な一日当たりの

時間及び期間を勘案して内閣府令で定める一日当たり

の時間及び期間の範囲内において行われるものに限

る。）又は幼稚園において受ける教育に限り、同項第二

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子

どもにあっては認定こども園において受ける教育・保

育又は保育所において受ける保育に限り、同項第三号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ど

もにあっては認定こども園又は保育所において受ける

保育に限る。以下「特定教育・保育」という。）を受け

たときは、内閣府令で定めるところにより、当該支給
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認定子どもに係る支給認定保護者に対し、当該特定教

育・保育（保育にあっては、保育必要量の範囲内のも

のに限る。以下「支給認定教育・保育」という。）に要

した費用について、施設型給付費を支給する。  

２ 特定教育・保育施設から支給認定教育・保育を受け

ようとする支給認定子どもに係る支給認定保護者は、

内閣府令で定めるところにより、特定教育・保育施設

に支給認定証を提示して当該支給認定教育・保育を当

該支給認定子どもに受けさせるものとする。ただし、

緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合につい

ては、この限りではない。 

３ 施設型給付費の額は、一月につき、第一号に掲げる

額から第二号に掲げる額を控除して得た額（当該額が

零を下回る場合には、零とする。）とする。  

一 第 19 条第１項各号に掲げる小学校就学前子ども

の区分、保育必要量、当該特定教育・保育施設の所

在する地域等を勘案して算定される特定教育・保育

に通常要する費用の額を勘案して内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額（その額が現に当

該支給認定教育・保育に要した費用の額を超えると

きは、当該現に支給認定教育・保育に要した費用の

額）  

二 政令で定める額を限度として当該支給認定保護者

の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して

市町村が定める額  

４ 内閣総理大臣は、第１項の一日当たりの時間及び期

間を定める内閣府令を定め、又は変更しようとすると

き、及び前項第一号の基準を定め、又は変更しようと

するときは、あらかじめ、第１項の一日当たりの時間

及び期間を定める内閣府令については文部科学大臣に、

前項第一号の基準については文部科学大臣及び厚生労

働大臣に協議するとともに、第 72 条に規定する子ど

も・子育て会議の意見を聴かなければならない。  

５ 支給認定子どもが特定教育・保育施設から支給認定

教育・保育を受けたときは、市町村は、当該支給認定

子どもに係る支給認定保護者が当該特定教育・保育施

設に支払うべき当該支給認定教育・保育に要した費用

について、施設型給付費として当該支給認定保護者に

支給すべき額の限度において、当該支給認定保護者に

代わり、当該特定教育・保育施設に支払うことができ

る。  

６ 前項の規定による支払があったときは、支給認定保

護者に対し施設型給付費の支給があったものとみなす。  

７ 市町村は、特定教育・保育施設から施設型給付費の

請求があったときは、第３項第一号の内閣総理大臣が

定める基準及び第34条第２項の市町村の条例で定める

特定教育・保育施設の運営に関する基準（特定教育・

保育の取扱いに関する部分に限る。）に照らして審査の

上、支払うものとする。  

８ 前各項に定めるもののほか、施設型給付費の支給及

び特定教育・保育施設の施設型給付費の請求に関し必

要な事項は、内閣府令で定める。 

  

第 28 条（略） 

第 29 条 市町村は、支給認定子ども（第 19 条第１項第

三号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子どもに限る。以下「満三歳未満保育認定子ども」と

いう。）が、支給認定の有効期間内において、当該市町

村の長が地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者

として確認する地域型保育を行う事業者（以下「特定

地域型保育事業者」という。）から当該確認に係る地域

型保育（以下「特定地域型保育」という。）を受けたと

きは、内閣府令で定めるところにより、当該満三歳未

満保育認定子どもに係る支給認定保護者に対し、当該

特定地域型保育（保育必要量の範囲内のものに限る。

以下「満三歳未満保育認定地域型保育」という。）に要

した費用について、地域型保育給付費を支給する。  

２ 特定地域型保育事業者から満三歳未満保育認定地域

型保育を受けようとする満三歳未満保育認定子どもに

係る支給認定保護者は、内閣府令で定めるところによ

り、特定地域型保育事業者に支給認定証を提示して当

該満三歳未満保育認定地域型保育を当該満三歳未満保

育認定子どもに受けさせるものとする。ただし、緊急

の場合その他やむを得ない事由のある場合については、

この限りでない。  

３ 地域型保育給付費の額は、一月につき、第一号に掲

げる額から第二号に掲げる額を控除して得た額（当該

額が零を下回る場合には、零とする。）とする。  

一 地域型保育の種類ごとに、保育必要量、当該地域

型保育の種類に係る特定地域型保育の事業を行う事

業所（以下「特定地域型保育事業所」という。）の所

在する地域等を勘案して算定される当該特定地域型

保育に通常要する費用の額を勘案して内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額（その額が現

に当該満三歳未満保育認定地域型保育に要した費用

の額を超えるときは、当該現に満三歳未満保育認定

地域型保育に要した費用の額）  

二 政令で定める額を限度として当該支給認定保護者

の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して

市町村が定める額  

４ 内閣総理大臣は、前項第一号の基準を定め、又は変

更しようとするときは、あらかじめ、厚生労働大臣に

協議するとともに、第 72 条に規定する子ども・子育て

会議の意見を聴かなければならない。  

５ 満三歳未満保育認定子どもが特定地域型保育事業者

から満三歳未満保育認定地域型保育を受けたときは、

市町村は、当該満三歳未満保育認定子どもに係る支給

認定保護者が当該特定地域型保育事業者に支払うべき

当該満三歳未満保育認定地域型保育に要した費用につ

いて、地域型保育給付費として当該支給認定保護者に

支給すべき額の限度において、当該支給認定保護者に

代わり、当該特定地域型保育事業者に支払うことがで

きる。  

６ 前項の規定による支払があったときは、支給認定保

護者に対し地域型保育給付費の支給があったものとみ

なす。  
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７ 市町村は、特定地域型保育事業者から地域型保育給

付費の請求があったときは、第３項第一号の内閣総理

大臣が定める基準及び第46条第２項の市町村の条例で

定める特定地域型保育事業の運営に関する基準（特定

地域型保育の取扱いに関する部分に限る。）に照らして

審査の上、支払うものとする。  

８ 前各項に定めるもののほか、地域型保育給付費の支

給及び特定地域型保育事業者の地域型保育給付費の請

求に関し必要な事項は、内閣府令で定める。 

第 30 条（略） 

 

第３章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者 

 

第１節 特定教育・保育施設  

（特定教育・保育施設の確認） 

第 31 条 第 27 条第１項の確認は、内閣府令で定めると

ころにより、教育・保育施設の設置者（国（国立大学

法人法（平成 15 年法律第 112 号）第２条第１項に規定

する国立大学法人を含む。附則第７条において同じ。）

を除き、法人に限る。以下同じ。）の申請により、次の

各号に掲げる教育・保育施設の区分に応じ、当該各号

に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を

定めて、市町村長が行う。  

一 認定こども園 第 19 条第１項各号に掲げる小学校

就学前子どもの区分  

二 幼稚園 第 19 条第１項第一号に掲げる小学校就学

前子どもの区分  

三 保育所 第 19 条第１項第二号に掲げる小学校就学

前子どもの区分及び同項第三号に掲げる小学校就学

前子どもの区分  

２ 市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設

の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第

77 条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置して

いる場合にあってはその意見を、その他の場合にあっ

ては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る

当事者の意見を聴かなければならない。 

３ 市町村長は、第１項の規定により特定教育・保育施

設の利用定員を定めようとするときは、内閣府令で定

めるところにより、あらかじめ、都道府県知事に協議

しなければならない。  

（特定教育・保育施設の確認の変更） 

第 32 条 特定教育・保育施設の設置者は、第 27 条第１

項の確認において定められた利用定員を増加しようと

するときは、あらかじめ、内閣府令で定めるところに

より、当該特定教育・保育施設に係る同項の確認の変

更を申請することができる。  

２ 前条第３項の規定は、前項の確認の変更の申請があ

った場合について準用する。この場合において、必要

な技術的読替えは、政令で定める。  

３ 市町村長は、前項の規定により前条第３項の規定を

準用する場合のほか、第 27 条第１項の確認において定

めた利用定員を変更しようとするときは、あらかじめ、

内閣府令で定めるところにより、都道府県知事に協議

しなければならない。  

（特定教育・保育施設の設置者の責務） 

第 33 条 特定教育・保育施設の設置者は、支給認定保護

者から利用の申込みを受けたときは、正当な理由がな

ければ、これを拒んではならない。  

２ 特定教育・保育施設の設置者は、第 19 条第１項各号

に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの当該特定教

育・保育施設における前項の申込みに係る支給認定子

ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用している

支給認定子どもの総数が、当該区分に応ずる当該特定

教育・保育施設の第 27 条第１項の確認において定めら

れた利用定員の総数を超える場合においては、内閣府

令で定めるところにより、前項の申込みに係る支給認

定子どもを公正な方法で選考しなければならない。 

３ 内閣総理大臣は、前項の内閣府令を定め、又は変更

しようとするときは、あらかじめ、文部科学大臣及び

厚生労働大臣に協議しなければならない。  

４ 特定教育・保育施設の設置者は、支給認定子どもに

対し適切な教育・保育（地域型保育を除く。以下この

項及び次項において同じ。）を提供するとともに、市町

村、児童相談所、児童福祉法第７条第１項に規定する

児童福祉施設（第45条第４項において「児童福祉施設」

という。）、教育機関その他の関係機関との緊密な連携

を図りつつ、良質な教育・保育を小学校就学前子ども

の置かれている状況その他の事情に応じ、効果的に行

うように努めなければならない。 

５ 特定教育・保育施設の設置者は、その提供する教育・

保育の質の評価を行うことその他の措置を講ずること

により、教育・保育の質の向上に努めなければならな

い。 

６ 特定教育・保育施設の設置者は、小学校就学前子ど

もの人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律

に基づく命令を遵守し、誠実にその職務を遂行しなけ

ればならない。 

（特定教育・保育施設の設置者の責務） 

第 33 条 特定教育・保育施設の設置者は、支給認定保護

者から利用の申込みを受けたときは、正当な理由がな

ければ、これを拒んではならない。  

２ 特定教育・保育施設の設置者は、第 19 条第１項各号

に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの当該特定教

育・保育施設における前項の申込みに係る支給認定子

ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用している

支給認定子どもの総数が、当該区分に応ずる当該特定

教育・保育施設の第 27 条第１項の確認において定めら

れた利用定員の総数を超える場合においては、内閣府

令で定めるところにより、前項の申込みに係る支給認

定子どもを公正な方法で選考しなければならない。 

３ 内閣総理大臣は、前項の内閣府令を定め、又は変更

しようとするときは、あらかじめ、文部科学大臣及び

厚生労働大臣に協議しなければならない。  

４ 特定教育・保育施設の設置者は、支給認定子どもに

対し適切な教育・保育（地域型保育を除く。以下この
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項及び次項において同じ。）を提供するとともに、市町

村、児童相談所、児童福祉法第７条第１項に規定する

児童福祉施設（第45条第４項において「児童福祉施設」

という。）、教育機関その他の関係機関との緊密な連携

を図りつつ、良質な教育・保育を小学校就学前子ども

の置かれている状況その他の事情に応じ、効果的に行

うように努めなければならない。 

５ 特定教育・保育施設の設置者は、その提供する教育・

保育の質の評価を行うことその他の措置を講ずること

により、教育・保育の質の向上に努めなければならな

い。  

６ 特定教育・保育施設の設置者は、小学校就学前子ど

もの人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律

に基づく命令を遵守し、誠実にその職務を遂行しなけ

ればならない。 

（特定教育・保育施設の基準） 

第 34 条 特定教育・保育施設の設置者は、次の各号に掲

げる教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に定める

基準（以下「教育・保育施設の認可基準」という。）を

遵守しなければならない。  

一 認定こども園 認定こども園法第３条第１項の規

定により都道府県の条例で定める要件（当該認定こ

ども園が同項の認定を受けたものである場合又は同

項の条例で定める要件に適合しているものとして同

条第９項の規定による公示がされたものである場合

に限る。）、同条第３項の規定により都道府県の条例

で定める要件（当該認定こども園が同項の認定を受

けたものである場合又は同項の条例で定める要件に

適合しているものとして同条第９項の規定による公

示がされたものである場合に限る。）又は同法第 13

条第１項の規定により都道府県（地方自治法第 252

条の 19 第１項の指定都市又は同法第 252 条の 22 第

１項の中核市（以下「指定都市等」という。）の区域

内に所在する幼保連携型認定こども園（認定こども

園法第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども

園をいう。以下同じ。）（都道府県が設置するものを

除く。第 39 条第２項及び第 40 条第１項第二号にお

いて「指定都市等所在幼保連携型認定こども園」と

いう。）については、当該指定都市等）の条例で定め

る設備及び運営についての基準（当該認定こども園

が幼保連携型認定こども園である場合に限る。）  

二 幼稚園 学校教育法第３条に規定する学校の設備、

編制その他に関する設置基準（幼稚園に係るものに

限る。） 

三 保育所 児童福祉法第 45 条第１項の規定により

都道府県（指定都市等又は同法第 59 条の４第１項に

規定する児童相談所設置市（以下「児童相談所設置

市」という。）の区域内に所在する保育所（都道府県

が設置するものを除く。第 39 条第２項及び第 40 条

第１項第二号において「指定都市等所在保育所」と

いう。）については、当該指定都市等又は児童相談所

設置市）の条例で定める児童福祉施設の設備及び運

営についての基準（保育所に係るものに限る。）  

２ 特定教育・保育施設の設置者は、市町村の条例で定

める特定教育・保育施設の運営に関する基準に従い、

特定教育・保育（特定教育・保育施設が特別利用保育

又は特別利用教育を行う場合にあっては、特別利用保

育又は特別利用教育を含む。以下この節において同じ。）

を提供しなければならない。  

３ 市町村が前項の条例を定めるに当たっては、次に掲

げる事項については内閣府令で定める基準に従い定め

るものとし、その他の事項については内閣府令で定め

る基準を参酌するものとする。  

一 特定教育・保育施設に係る利用定員（第 27 条第１

項の確認において定めるものに限る。第５項及び次

条第２項において「利用定員」という。）  

二 特定教育・保育施設の運営に関する事項であって、

小学校就学前子どもの適切な処遇の確保及び秘密の

保持並びに小学校就学前子どもの健全な発達に密接

に関連するものとして内閣府令で定めるもの  

４ 内閣総理大臣は、前項に規定する内閣府令で定める

基準を定め、又は変更しようとするとき、及び同項第

二号の内閣府令を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、文部科学大臣及び厚生労働大臣に協議す

るとともに、特定教育・保育の取扱いに関する部分に

ついて第 72 条に規定する子ども・子育て会議の意見を

聴かなければならない。 

５ 特定教育・保育施設の設置者は、次条第２項の規定

による利用定員の減尐の届出をしたとき又は第36条の

規定による確認の辞退をするときは、当該届出の日又

は同条に規定する予告期間の開始日の前一月以内に当

該特定教育・保育を受けていた者であって、当該利用

定員の減尐又は確認の辞退の日以後においても引き続

き当該特定教育・保育に相当する教育・保育の提供を

希望する者に対し、必要な教育・保育が継続的に提供

されるよう、他の特定教育・保育施設の設置者その他

関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなけれ

ばならない。 

（変更の届出等） 

第 35 条 特定教育・保育施設の設置者は、設置者の住所

その他の内閣府令で定める事項に変更があったときは、

内閣府令で定めるところにより、十日以内に、その旨

を市町村長に届け出なければならない。  

２ 特定教育・保育施設の設置者は、当該利用定員の減

尐をしようとするときは、内閣府令で定めるところに

より、その利用定員の減尐の日の三月前までに、その

旨を市町村長に届け出なければならない。  

（確認の辞退） 

第 36 条 特定教育・保育施設は、三月以上の予告期間を

設けて、その確認を辞退することができる。  

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第 37 条 市町村長は、特定教育・保育施設の設置者によ

る第34条第５項に規定する便宜の提供が円滑に行われ

るため必要があると認めるときは、当該特定教育・保

育施設の設置者及び他の特定教育・保育施設の設置者

その他の関係者相互間の連絡調整又は当該特定教育・
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保育施設の設置者及び当該関係者に対する助言その他

の援助を行うことができる。  

２ 都道府県知事は、同一の特定教育・保育施設の設置

者について二以上の市町村長が前項の規定による連絡

調整又は援助を行う場合において、当該特定教育・保

育施設の設置者による第34条第５項に規定する便宜の

提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、

当該市町村長相互間の連絡調整又は当該特定教育・保

育施設の設置者に対する市町村の区域を超えた広域的

な見地からの助言その他の援助を行うことができる。  

３ 内閣総理大臣は、同一の特定教育・保育施設の設置

者について二以上の都道府県知事が前項の規定による

連絡調整又は援助を行う場合において、当該特定教

育・保育施設の設置者による第 34 条第５項に規定する

便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認める

ときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当該

特定教育・保育施設の設置者に対する都道府県の区域

を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を行う

ことができる。 

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第 37 条 市町村長は、特定教育・保育施設の設置者によ

る第34条第５項に規定する便宜の提供が円滑に行われ

るため必要があると認めるときは、当該特定教育・保

育施設の設置者及び他の特定教育・保育施設の設置者

その他の関係者相互間の連絡調整又は当該特定教育・

保育施設の設置者及び当該関係者に対する助言その他

の援助を行うことができる。  

２ 都道府県知事は、同一の特定教育・保育施設の設置

者について二以上の市町村長が前項の規定による連絡

調整又は援助を行う場合において、当該特定教育・保

育施設の設置者による第34条第５項に規定する便宜の

提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、

当該市町村長相互間の連絡調整又は当該特定教育・保

育施設の設置者に対する市町村の区域を超えた広域的

な見地からの助言その他の援助を行うことができる。  

３ 内閣総理大臣は、同一の特定教育・保育施設の設置

者について二以上の都道府県知事が前項の規定による

連絡調整又は援助を行う場合において、当該特定教

育・保育施設の設置者による第 34 条第５項に規定する

便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認める

ときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当該

特定教育・保育施設の設置者に対する都道府県の区域

を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を行う

ことができる。  

（報告等） 

第 38 条 市町村長は、必要があると認めるときは、この

法律の施行に必要な限度において、特定教育・保育施

設又は特定教育・保育施設の設置者若しくは特定教

育・保育施設の設置者であった者若しくは特定教育・

保育施設の職員であった者（以下この項において「特

定教育・保育施設の設置者であった者等」という。）に

対し、報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若し

くは提示を命じ、特定教育・保育施設の設置者若しく

は特定教育・保育施設の職員若しくは特定教育・保育

施設の設置者であった者等に対し出頭を求め、又は当

該市町村の職員に関係者に対して質問させ、若しくは

特定教育・保育施設、特定教育・保育施設の設置者の

事務所その他特定教育・保育施設の運営に関係のある

場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の

物件を検査させることができる。  

２ 第13条第２項の規定は前項の規定による質問又は検

査について、同条第３項の規定は前項の規定による権

限について準用する。 

（勧告、命令等） 

第 39 条 市町村長は、特定教育・保育施設の設置者が、

次の各号に掲げる場合に該当すると認めるときは、当該

特定教育・保育施設の設置者に対し、期限を定めて、当

該各号に定める措置をとるべきことを勧告することが

できる。 

一 第 34 条第２項の市町村の条例で定める特定教育・

保育施設の運営に関する基準に従って施設型給付費

の支給に係る施設として適正な特定教育・保育施設

の運営をしていない場合 当該基準を遵守すること。  

二 第34条第５項に規定する便宜の提供を施設型給付

費の支給に係る施設として適正に行っていない場合

当該便宜の提供を適正に行うこと。  

２ 市町村長（指定都市等所在幼保連携型認定こども園

については当該指定都市等の長を除き、指定都市等所

在保育所については当該指定都市等又は児童相談所設

置市の長を除く。第５項において同じ。）は、特定教育・

保育施設（指定都市等所在幼保連携型認定こども園及

び指定都市等所在保育所を除く。以下この項及び第五

項において同じ。）の設置者が教育・保育施設の認可基

準に従って施設型給付費の支給に係る施設として適正

な教育・保育施設の運営をしていないと認めるときは、

遅滞なく、その旨を、当該特定教育・保育施設に係る

教育・保育施設の認可等（教育・保育施設に係る認定

こども園法第 17 条第１項、学校教育法第４条第１項若

しくは児童福祉法第35条第４項の認可又は認定こども

園法第３条第１項若しくは第３項の認定をいう。第５

項及び次条第１項第二号において同じ。）を行った都道

府県知事に通知しなければならない。  

３ 市町村長は、第１項の規定による勧告をした場合に

おいて、その勧告を受けた特定教育・保育施設の設置

者が、同項の期限内にこれに従わなかったときは、そ

の旨を公表することができる。  

４ 市町村長は、第１項の規定による勧告を受けた特定

教育・保育施設の設置者が、正当な理由がなくてその

勧告に係る措置をとらなかったときは、当該特定教

育・保育施設の設置者に対し、期限を定めて、その勧

告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。  

５ 市町村長は、前項の規定による命令をしたときは、

その旨を公示するとともに、遅滞なく、その旨を、当

該特定教育・保育施設に係る教育・保育施設の認可等

を行った都道府県知事に通知しなければならない。  
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（確認の取消し等） 

第 40 条 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場

合においては、当該特定教育・保育施設に係る第 27 条

第１項の確認を取り消し、又は期間を定めてその確認

の全部若しくは一部の効力を停止することができる。  

一 特定教育・保育施設の設置者が、第 33 条第６項の

規定に違反したと認められるとき。  

二 特定教育・保育施設の設置者が、教育・保育施設の

認可基準に従って施設型給付費の支給に係る施設と

して適正な教育・保育施設の運営をすることができ

なくなったと当該特定教育・保育施設に係る教育・

保育施設の認可等を行った都道府県知事（指定都市

等所在幼保連携型認定こども園については当該指定

都市等の長とし、指定都市等所在保育所については

当該指定都市等又は児童相談所設置市の長とする。）

が認めたとき。  

三 特定教育・保育施設の設置者が、第 34 条第２項の

市町村の条例で定める特定教育・保育施設の運営に関

する基準に従って施設型給付費の支給に係る施設と

して適正な特定教育・保育施設の運営をすることがで

きなくなったとき。  

四 施設型給付費又は特例施設型給付費の請求に関し

不正があったとき。  

五 特定教育・保育施設の設置者が、第 38 条第１項の

規定により報告又は帳簿書類その他の物件の提出若

しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報

告をしたとき。  

六 特定教育・保育施設の設置者又はその職員が、第

38 条第１項の規定により出頭を求められてこれに応

ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒

み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該特定

教育・保育施設の職員がその行為をした場合において、

その行為を防止するため、当該特定教育・保育施設の

設置者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。  

七 特定教育・保育施設の設置者が、不正の手段により

第 27 条第１項の確認を受けたとき。  

八 前各号に掲げる場合のほか、特定教育・保育施設の

設置者が、この法律その他国民の福祉若しくは学校教

育に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法

律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。  

九 前各号に掲げる場合のほか、特定教育・保育施設の

設置者が、教育・保育に関し不正又は著しく不当な行

為をしたとき。  

十 特定教育・保育施設の設置者の役員（業務を執行す

る社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるか

を問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含む。以下同じ。）又は

その長のうちに過去五年以内に教育・保育に関し不正

又は著しく不当な行為をした者があるとき。  

２ 前項の規定により第27条第１項の確認を取り消され

た教育・保育施設の設置者（政令で定める者を除く。）

及びこれに準ずる者として政令で定める者は、その取

消しの日又はこれに準ずる日として政令で定める日か

ら起算して五年を経過するまでの間は、第 31 条第１項

の申請をすることができない。  

（公示） 

第 41 条 市町村長は、次に掲げる場合には、遅滞なく、

当該特定教育・保育施設の設置者の名称、当該特定教

育・保育施設の所在地その他の内閣府令で定める事項

を都道府県知事に届け出るとともに、これを公示しな

ければならない。  

一 第 27 条第１項の確認をしたとき。  

二 第36条の規定による第27条第１項の確認の辞退が

あったとき。  

三 前条第１項の規定により第 27 条第１項の確認を取

り消し、又は確認の全部若しくは一部の効力を停止し

たとき。  

（市町村によるあっせん及び要請） 

第 42 条 市町村は、特定教育・保育施設に関し必要な情

報の提供を行うとともに、支給認定保護者から求めが

あった場合その他必要と認められる場合には、特定教

育・保育施設を利用しようとする支給認定子どもに係

る支給認定保護者の教育・保育に係る希望、当該支給

認定子どもの養育の状況、当該支給認定保護者に必要

な支援の内容その他の事情を勘案し、当該支給認定子

どもが適切に特定教育・保育施設を利用できるよう、

相談に応じ、必要な助言又は特定教育・保育施設の利

用についてのあっせんを行うとともに、必要に応じて、

特定教育・保育施設の設置者に対し、当該支給認定子

どもの利用の要請を行うものとする。  

２ 特定教育・保育施設の設置者は、前項の規定により

行われるあっせん及び要請に対し、協力しなければな

らない。 

 

第２節 特定地域型保育事業者  

 

（特定地域型保育事業者の確認） 

第 43 条 第 29 条第１項の確認は、内閣府令で定めると

ころにより、地域型保育事業を行う者の申請により、

地域型保育の種類及び当該地域型保育の種類に係る地

域型保育事業を行う事業所（以下「地域型保育事業所」

という。）ごとに、第 19 条第１項第三号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員（事業所内保育の事業

を行う事業所（以下「事業所内保育事業所」という。）

にあっては、その雇用する労働者の監護する小学校就

学前子どもを保育するため当該事業所内保育の事業を

自ら施設を設置し、又は委託して行う事業主に係る当

該小学校就学前子ども（当該事業所内保育の事業が、

事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成員

である事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学

前子どもとし、共済組合等（児童福祉法第６条の３第

12 項第一号ハに規定する共済組合等をいう。）に係るも



関連資料 

67 

 

のにあっては共済組合等の構成員（同号ハに規定する

共済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学前

子どもとする。以下「労働者等の監護する小学校就学

前子ども」という。）及びその他の小学校就学前子ども

ごとに定める第19条第１項第三号に掲げる小学校就学

前子どもに係る利用定員とする。）を定めて、市町村長

が行う。  

２ 前項の確認は、当該確認をする市町村長がその長で

ある市町村の区域に居住地を有する者に対する地域型

保育給付費及び特例地域型保育給付費の支給について、

その効力を有する。  

３ 市町村長は、第１項の規定により特定地域型保育事

業（特定地域型保育を行う事業をいう。以下同じ。）の

利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第 77

条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置してい

る場合にあってはその意見を、その他の場合にあって

は子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当

事者の意見を聴かなければならない。  

４ 市町村長は、第１項の申請があった場合において、

当該申請に係る地域型保育事業所が当該市町村の区域

の外にある場合であって、その所在地の市町村長（以

下この条において「所在地市町村長」という。）の同意

を得ていないときは、第 29 条第１項の確認をしてはな

らない。ただし、第１項の申請を受けた市町村長（以

下この条において「被申請市町村長」という。）と所在

地市町村長との協議により、この項本文の規定による

同意を要しないことについて所在地市町村長の同意が

あるときは、この限りでない。  

５ 前項ただし書の規定により同項本文の規定が適用さ

れない場合であって、第１項の申請に係る地域型保育

事業所（所在地市町村長の管轄する区域にあるものに

限る。）について、次の各号に掲げるときは、それぞれ

当該各号に定める時に、当該申請者について、被申請

市町村長による第29条第１項の確認があったものとみ

なす。  

一 所在地市町村長が第29条第１項の確認をしたとき

当該確認がされた時  

二 所在地市町村長による第 29 条第１項の確認がされ

ているとき被申請市町村長が当該地域型保育事業所

に係る地域型保育事業を行う者から第１項の申請を

受けた時  

６ 所在地市町村長による第29条第１項の確認について

の第52条第１項の規定による取消し又は効力の停止は、

前項の規定により受けたものとみなされた被申請市町

村長による第29条第１項の確認の効力に影響を及ぼさ

ない。  

（特定地域型保育事業者の確認の変更） 

第 44 条 特定地域型保育事業者は、第 29 条第１項の確

認において定められた利用定員を増加しようとすると

きは、あらかじめ、内閣府令で定めるところにより、

当該特定地域型保育事業者に係る同項の確認の変更を

申請することができる。  

２ 前条第４項から第６項までの規定は、前項の確認の

変更の申請があった場合について準用する。この場合

において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

（特定地域型保育事業者の責務） 

第 45 条 特定地域型保育事業者は、支給認定保護者から

利用の申込みを受けたときは、正当な理由がなければ、

これを拒んではならない。  

２ 特定地域型保育事業者は、前項の申込みに係る満三

歳未満保育認定子ども及び当該特定地域型保育事業者

に係る特定地域型保育事業を現に利用している満三歳

未満保育認定子どもの総数が、その利用定員（第 29 条

第１項の確認において定められた第19条第１項第三号

に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員をいう。）

の総数を超える場合においては、内閣府令で定めると

ころにより、前項の申込みに係る満三歳未満保育認定

子どもを公正な方法で選考しなければならない。  

３ 内閣総理大臣は、前項の内閣府令を定め、又は変更

しようとするときは、あらかじめ、厚生労働大臣に協

議しなければならない。  

４ 特定地域型保育事業者は、満三歳未満保育認定子ど

もに対し適切な地域型保育を提供するとともに、市町

村、教育・保育施設、児童相談所、児童福祉施設、教

育機関その他の関係機関との緊密な連携を図りつつ、

良質な地域型保育を小学校就学前子どもの置かれてい

る状況その他の事情に応じ、効果的に行うように努め

なければならない。 

５ 特定地域型保育事業者は、その提供する地域型保育

の質の評価を行うことその他の措置を講ずることによ

り、地域型保育の質の向上に努めなければならない。  

６ 特定地域型保育事業者は、小学校就学前子どもの人

格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づ

く命令を遵守し、誠実にその職務を遂行しなければな

らない。  

（特定地域型保育事業の基準） 

第 46 条 特定地域型保育事業者は、地域型保育の種類に

応じ、児童福祉法第 34 条の 16 第１項の規定により市

町村の条例で定める設備及び運営についての基準（以

下「地域型保育事業の認可基準」という。）を遵守しな

ければならない。  

２ 特定地域型保育事業者は、市町村の条例で定める特

定地域型保育事業の運営に関する基準に従い、特定地

域型保育を提供しなければならない。  

３ 市町村が前項の条例を定めるに当たっては、次に掲

げる事項については内閣府令で定める基準に従い定め

るものとし、その他の事項については内閣府令で定め

る基準を参酌するものとする。  

一 特定地域型保育事業に係る利用定員（第 29 条第１

項の確認において定めるものに限る。第５項及び次

条第２項において「利用定員」という。）  

二 特定地域型保育事業の運営に関する事項であって、

小学校就学前子どもの適切な処遇の確保及び秘密の

保持等並びに小学校就学前子どもの健全な発達に密

接に関連するものとして内閣府令で定めるもの  
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４ 内閣総理大臣は、前項に規定する内閣府令で定める

基準を定め、又は変更しようとするとき及び同項第二

号の内閣府令を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、厚生労働大臣に協議するとともに、特定

地域型保育の取扱いに関する部分について第72条に規

定する子ども・子育て会議の意見を聴かなければなら

ない。  

５ 特定地域型保育事業者は、次条第２項の規定による

利用定員の減尐の届出をしたとき又は第48条の規定に

よる確認の辞退をするときは、当該届出の日又は同条

に規定する予告期間の開始日の前一月以内に当該特定

地域型保育を受けていた者であって、当該利用定員の

減尐又は確認の辞退の日以後においても引き続き当該

特定地域型保育に相当する地域型保育の提供を希望す

る者に対し、必要な地域型保育が継続的に提供される

よう、他の特定地域型保育事業者その他関係者との連

絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。  

（変更の届出等） 

第 47 条 特定地域型保育事業者は、当該特定地域型保育

事業所の名称及び所在地その他内閣府令で定める事項

に変更があったときは、内閣府令で定めるところによ

り、十日以内に、その旨を市町村長に届け出なければ

ならない。  

２ 特定地域型保育事業者は、当該特定地域型保育事業

の利用定員の減尐をしようとするときは、内閣府令で

定めるところにより、その利用定員の減尐の日の三月

前までに、その旨を市町村長に届け出なければならな

い。  

（確認の辞退） 

第 48 条 特定地域型保育事業者は、三月以上の予告期間

を設けて、その確認を辞退することができる。  

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第 49 条 市町村長は、特定地域型保育事業者による第 46

条第５項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため

必要があると認めるときは、当該特定地域型保育事業

者及び他の特定地域型保育事業者その他の関係者相互

間の連絡調整又は当該特定地域型保育事業者及び当該

関係者に対する助言その他の援助を行うことができる。  

２ 都道府県知事は、同一の特定地域型保育事業者につ

いて二以上の市町村長が前項の規定による連絡調整又

は援助を行う場合において、当該特定地域型保育事業

者による第46条第５項に規定する便宜の提供が円滑に

行われるため必要があると認めるときは、当該市町村

長相互間の連絡調整又は当該特定地域型保育事業者に

対する市町村の区域を超えた広域的な見地からの助言

その他の援助を行うことができる。  

３ 内閣総理大臣は、同一の特定地域型保育事業者につ

いて二以上の都道府県知事が前項の規定による連絡調

整又は援助を行う場合において、当該特定地域型保育

事業者による第46条第５項に規定する便宜の提供が円

滑に行われるため必要があると認めるときは、当該都

道府県知事相互間の連絡調整又は当該特定地域型保育

事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地

からの助言その他の援助を行うことができる。  

（報告等） 

第 50 条 市町村長は、必要があると認めるときは、この

法律の施行に必要な限度において、特定地域型保育事

業者又は特定地域型保育事業者であった者若しくは特

定地域型保育事業所の職員であった者（以下この項に

おいて「特定地域型保育事業者であった者等」という。）

に対し、報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若

しくは提示を命じ、特定地域型保育事業者若しくは特

定地域型保育事業所の職員若しくは特定地域型保育事

業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該市町村

の職員に関係者に対して質問させ、若しくは特定地域

型保育事業者の特定地域型保育事業所、事務所その他

特定地域型保育事業に関係のある場所に立ち入り、そ

の設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させるこ

とができる。  

２ 第13条第２項の規定は前項の規定による質問又は検

査について、同条第３項の規定は前項の規定による権

限について準用する。  

（勧告、命令等） 

第 51 条 市町村長は、特定地域型保育事業者が、次の各

号に掲げる場合に該当すると認めるときは、当該特定

地域型保育事業者に対し、期限を定めて、当該各号に

定める措置をとるべきことを勧告することができる。  

一 地域型保育事業の認可基準に従って地域型保育給

付費の支給に係る事業を行う者として適正な地域型

保育事業の運営をしていない場合 当該基準を遵守

すること。  

二 第 46 条第２項の市町村の条例で定める特定地域

型保育事業の運営に関する基準に従って地域型保育

給付費の支給に係る事業を行う者として適正な特定

地域型保育事業の運営をしていない場合 当該基準

を遵守すること。 

三 第 46 条第５項に規定する便宜の提供を地域型保

育給付費の支給に係る事業を行う者として適正に行

っていない場合 当該便宜の提供を適正に行うこと。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合にお

いて、その勧告を受けた特定地域型保育事業者が、同

項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公

表することができる。  

３ 市町村長は、第１項の規定による勧告を受けた特定

地域型保育事業者が、正当な理由がなくてその勧告に

係る措置をとらなかったときは、当該特定地域型保育

事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置を

とるべきことを命ずることができる。  

４ 市町村長は、前項の規定による命令をしたときは、

その旨を公示しなければならない。  

（確認の取消し等） 

第 52 条 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場

合においては、当該特定地域型保育事業者に係る第 29

条第１項の確認を取り消し、又は期間を定めてその確

認の全部若しくは一部の効力を停止することができる。  
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一 特定地域型保育事業者が、第 45 条第６項の規定に

違反したと認められるとき。  

二 特定地域型保育事業者が、地域型保育事業の認可基

準に従って地域型保育給付費の支給に係る事業を行

う者として適正な地域型保育事業の運営をすること

ができなくなったとき。  

三 特定地域型保育事業者が、第 46 条第２項の市町村

の条例で定める特定地域型保育事業の運営に関する

基準に従って地域型保育給付費の支給に係る事業を

行う者として適正な特定地域型保育事業の運営をす

ることができなくなったとき。  

四 地域型保育給付費又は特例地域型保育給付費の請

求に関し不正があったとき。  

五 特定地域型保育事業者が、第 50 条第１項の規定に

より報告又は帳簿書類その他の物件の提出若しくは

提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をし

たとき。  

六 特定地域型保育事業者又はその特定地域型保育事

業所の職員が、第 50 条第１項の規定により出頭を求

められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対し

て答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

ただし、当該特定地域型保育事業所の職員がその行為

をした場合において、その行為を防止するため、当該

特定地域型保育事業者が相当の注意及び監督を尽く

したときを除く。  

七 特定地域型保育事業者が、不正の手段により第 29

条第１項の確認を受けたとき。  

八 前各号に掲げる場合のほか、特定地域型保育事業者

が、この法律その他国民の福祉に関する法律で政令で

定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは

処分に違反したとき。  

九 前各号に掲げる場合のほか、特定地域型保育事業者

が、保育に関し不正又は著しく不当な行為をしたと

き。  

十 特定地域型保育事業者が法人である場合において、

当該法人の役員又はその事業所を管理する者その他

の政令で定める使用人のうちに過去五年以内に保育

に関し不正又は著しく不当な行為をした者があると

き。  

十一 特定地域型保育事業者が法人でない場合におい

て、その管理者が過去五年以内に保育に関し不正又は

著しく不当な行為をした者であるとき。  

２ 前項の規定により第29条第１項の確認を取り消され

た地域型保育事業を行う者（政令で定める者を除く。）

及びこれに準ずる者として政令で定める者は、その取

消しの日又はこれに準ずる日として政令で定める日か

ら起算して五年を経過するまでの間は、第 43 条第１項

の申請をすることができない。  

（公示） 

第 53 条 市町村長は、次に掲げる場合には、遅滞なく、

当該特定地域型保育事業者の名称、当該特定地域型保

育事業所の所在地その他の内閣府令で定める事項を都

道府県知事に届け出るとともに、これを公示しなけれ

ばならない。  

１ 第 29 条第１項の確認をしたとき。  

２ 第 48 条の規定による第 29 条第１項の確認の辞退が

あったとき。  

３ 前条第１項の規定により第29条第１項の確認を取り

消し、又は確認の全部若しくは一部の効力を停止した

とき。  

（市町村によるあっせん及び要請） 

第 54 条 市町村は、特定地域型保育事業に関し必要な情

報の提供を行うとともに、支給認定保護者から求めが

あった場合その他必要と認められる場合には、特定地

域型保育事業を利用しようとする満三歳未満保育認定

子どもに係る支給認定保護者の地域型保育に係る希望、

当該満三歳未満保育認定子どもの養育の状況、当該支

給認定保護者に必要な支援の内容その他の事情を勘案

し、当該満三歳未満保育認定子どもが適切に特定地域

型保育事業を利用できるよう、相談に応じ、必要な助

言又は特定地域型保育事業の利用についてのあっせん

を行うとともに、必要に応じて、特定地域型保育事業

者に対し、当該満三歳未満保育認定子どもの利用の要

請を行うものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、前項の規定により行われ

るあっせん及び要請に対し、協力しなければならない。  

 

第３節 業務管理体制の整備等  

 

（業務管理体制の整備等） 

第 55 条 特定教育・保育施設の設置者及び特定地域型保

育事業者（以下「特定教育・保育提供者」という。）は、

第 33 条第６項又は第 45 条第６項に規定する義務の履

行が確保されるよう、内閣府令で定める基準に従い、

業務管理体制を整備しなければならない。  

２ 特定教育・保育提供者は、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める者に対し、内閣府令で定める

ところにより、業務管理体制の整備に関する事項を届

け出なければならない。  

一 その確認に係る全ての教育・保育施設又は地域型保

育事業所（その確認に係る地域型保育の種類が異なる

ものを含む。次号において同じ。）が一の市町村の区

域に所在する特定教育・保育提供者 市町村長  

二 その確認に係る教育・保育施設又は地域型保育事業

所が二以上の都道府県の区域に所在する特定教育・保

育提供者 内閣総理大臣  

三 前二号に掲げる特定教育・保育提供者以外の特定

教育・保育提供者 都道府県知事  

３ 前項の規定による届出を行った特定教育・保育提供

者は、その届け出た事項に変更があったときは、内閣

府令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を当該

届出を行った同項各号に定める者（以下この節におい

て「市町村長等」という。）に届け出なければならない。  

４ 第２項の規定による届出を行った特定教育・保育提

供者は、同項各号に掲げる区分の変更により、同項の
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規定により当該届出を行った市町村長等以外の市町村

長等に届出を行うときは、内閣府令で定めるところに

より、その旨を当該届出を行った市町村長等にも届け

出なければならない。  

５ 市町村長等は、前３項の規定による届出が適正にな

されるよう、相互に密接な連携を図るものとする。  

（報告等） 

第56条 前条第２項の規定による届出を受けた市町村長

等は、当該届出を行った特定教育・保育提供者（同条

第４項の規定による届出を受けた市町村長等にあって

は、同項の規定による届出を行った特定教育・保育提

供者を除く。）における同条第１項の規定による業務管

理体制の整備に関して必要があると認めるときは、こ

の法律の施行に必要な限度において、当該特定教育・

保育提供者に対し、報告若しくは帳簿書類その他の物

件の提出若しくは提示を命じ、当該特定教育・保育提

供者若しくは当該特定教育・保育提供者の職員に対し

出頭を求め、又は当該市町村長等の職員に関係者に対

し質問させ、若しくは当該特定教育・保育提供者の当

該確認に係る教育・保育施設若しくは地域型保育事業

所、事務所その他の教育・保育の提供に関係のある場

所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物

件を検査させることができる。  

２ 内閣総理大臣又は都道府県知事が前項の権限を行う

ときは、当該特定教育・保育提供者に係る確認を行っ

た市町村長（次条第五項において「確認市町村長」と

いう。）と密接な連携の下に行うものとする。  

３ 市町村長は、その行った又はその行おうとする確認

に係る特定教育・保育提供者における前条第１項の規

定による業務管理体制の整備に関して必要があると認

めるときは、内閣総理大臣又は都道府県知事に対し、

第１項の権限を行うよう求めることができる。  

４ 内閣総理大臣又は都道府県知事は、前項の規定によ

る市町村長の求めに応じて第１項の権限を行ったとき

は、内閣府令で定めるところにより、その結果を当該

権限を行うよう求めた市町村長に通知しなければなら

ない。  

５ 第13条第２項の規定は第１項の規定による質問又は

検査について、同条第３項の規定は第１項の規定によ

る権限について準用する。  

（勧告、命令等） 

第 57 条 第 55 条第２項の規定による届出を受けた市町

村長等は、当該届出を行った特定教育・保育提供者（同

条第４項の規定による届出を受けた市町村長等にあっ

ては、同項の規定による届出を行った特定教育・保育

提供者を除く。）が、同条第１項に規定する内閣府令で

定める基準に従って施設型給付費の支給に係る施設又

は地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として

適正な業務管理体制の整備をしていないと認めるとき

は、当該特定教育・保育提供者に対し、期限を定めて、

当該内閣府令で定める基準に従って適正な業務管理体

制を整備すべきことを勧告することができる。  

２ 市町村長等は、前項の規定による勧告をした場合に

おいて、その勧告を受けた特定教育・保育提供者が同

項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公

表することができる。  

３ 市町村長等は、第１項の規定による勧告を受けた特

定教育・保育提供者が、正当な理由がなくてその勧告

に係る措置をとらなかったときは、当該特定教育・保

育提供者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置

をとるべきことを命ずることができる。  

４ 市町村長等は、前項の規定による命令をしたときは、

その旨を公示しなければならない。  

５ 内閣総理大臣又は都道府県知事は、特定教育・保育

提供者が第３項の規定による命令に違反したときは、

内閣府令で定めるところにより、当該違反の内容を確

認市町村長に通知しなければならない。  

 

第４節 教育・保育に関する情報の報告及び公表  

 

第 58 条 特定教育・保育提供者は、特定教育・保育施設

又は特定地域型保育事業者（以下「特定教育・保育施

設等」という。）の確認を受け、教育・保育の提供を開

始しようとするときその他内閣府令で定めるときは、

政令で定めるところにより、その提供する教育・保育

に係る教育・保育情報（教育・保育の内容及び教育・

保育を提供する施設又は事業者の運営状況に関する情

報であって、小学校就学前子どもに教育・保育を受け

させ、又は受けさせようとする小学校就学前子どもの

保護者が適切かつ円滑に教育・保育を小学校就学前子

どもに受けさせる機会を確保するために公表されるこ

とが必要なものとして内閣府令で定めるものをいう。

以下同じ。）を、教育・保育を提供する施設又は事業所

の所在地の都道府県知事に報告しなければならない。  

２ 都道府県知事は、前項の規定による報告を受けた後、

内閣府令で定めるところにより、当該報告の内容を公

表しなければならない。  

３ 都道府県知事は、第１項の規定による報告に関して

必要があると認めるときは、この法律の施行に必要な

限度において、当該報告をした特定教育・保育提供者

に対し、教育・保育情報のうち内閣府令で定めるもの

について、調査を行うことができる。  

４ 都道府県知事は、特定教育・保育提供者が第１項の

規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又

は前項の規定による調査を受けず、若しくは調査の実

施を妨げたときは、期間を定めて、当該特定教育・保

育提供者に対し、その報告を行い、若しくはその報告

の内容を是正し、又はその調査を受けることを命ずる

ことができる。 

５ 都道府県知事は、特定教育・保育提供者に対して前

項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨

を、当該特定教育・保育施設等の確認をした市町村長

に通知しなければならない。  

６ 都道府県知事は、特定教育・保育提供者が、第４項

の規定による命令に従わない場合において、当該特定
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教育・保育施設等の確認を取り消し、又は期間を定め

てその確認の全部若しくは一部の効力を停止すること

が適当であると認めるときは、理由を付して、その旨

をその確認をした市町村長に通知しなければならない。  

７ 都道府県知事は、小学校就学前子どもに教育・保育

を受けさせ、又は受けさせようとする小学校就学前子

どもの保護者が適切かつ円滑に教育・保育を小学校就

学前子どもに受けさせる機会の確保に資するため、教

育・保育の質及び教育・保育を担当する職員に関する

情報（教育・保育情報に該当するものを除く。）であっ

て内閣府令で定めるものの提供を希望する特定教育・

保育提供者から提供を受けた当該情報について、公表

を行うよう配慮するものとする。  

 

 

 

第４章 地域子ども・子育て支援事業  

 

第 59 条 市町村は、内閣府令で定めるところにより、第

61 条第１項に規定する市町村子ども・子育て支援事業

計画に従って、地域子ども・子育て支援事業として、

次に掲げる事業を行うものとする。  

一 子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支

援給付を受け、及び地域子ども・子育て支援事業そ

の他の子ども・子育て支援を円滑に利用できるよう、

子ども及びその保護者の身近な場所において、地域

の子ども・子育て支援に関する各般の問題につき、

子ども又は子どもの保護者からの相談に応じ、必要

な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関と

の連絡調整その他の内閣府令で定める便宜の提供を

総合的に行う事業 

二 支給認定保護者であって、その支給認定子ども（第

19 条第１項第一号に掲げる小学校就学前子どもに該

当するものを除く。以下この号及び附則第６条におい

て「保育認定子ども」という。）が、やむを得ない理

由により利用日及び利用時間帯（当該支給認定保護者

が特定教育・保育施設等又は特例保育を行う事業者と

締結した特定保育（特定教育・保育（保育に限る。）、

特定地域型保育又は特例保育をいう。以下この号にお

いて同じ。）の提供に関する契約において、当該保育

認定子どもが当該特定教育・保育施設等又は特例保育

を行う事業者による特定保育を受ける日及び時間帯

として定められた日及び時間帯をいう。）以外の日及

び時間において当該特定教育・保育施設等又は特例保

育を行う事業者による保育（保育必要量の範囲内のも

のを除く。以下この号において「時間外保育」という。）

を受けたものに対し、内閣府令で定めるところにより、

当該支給認定保護者が支払うべき時間外保育の費用

の全部又は一部の助成を行うことにより、必要な保育

を確保する事業  

三 支給認定保護者のうち、当該支給認定保護者の属す

る世帯の所得の状況その他の事情を勘案して市町村

が定める基準に該当するもの（以下この号において

「特定支給認定保護者」という。）に係る支給認定子

どもが特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、

特定地域型保育又は特例保育（以下この号において

「特定教育・保育等」という。）を受けた場合におい

て、当該特定支給認定保護者が支払うべき日用品、文

房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する

費用又は特定教育・保育等に係る行事への参加に要す

る費用その他これらに類する費用として市町村が定

めるものの全部又は一部を助成する事業  

四 特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進

に関する調査研究その他多様な事業者の能力を活用

した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進する

ための事業  

五 児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児

童健全育成事業  

六 児童福祉法第６条の３第３項に規定する子育て短

期支援事業  

七 児童福祉法第６条の３第４項に規定する乳児家庭

全戸訪問事業  

八 児童福祉法第６条の３第５項に規定する養育支援

訪問事業その他同法第 25 条の２第１項に規定する要

保護児童対策地域協議会その他の者による同条第２

項に規定する要保護児童等に対する支援に資する事

業  

九 児童福祉法第６条の３第６項に規定する地域子育

て支援拠点事業  

十 児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預か

り事業  

十一 児童福祉法第６条の３第 13 項に規定する病児保

育事業  

十二 児童福祉法第６条の３第 14 項に規定する子育て

援助活動支援事業  

十三 母子保健法（昭和 40 年法律第 141 号）第 13 条第

１項の規定に基づき妊婦に対して健康診査を実施す

る事業  

 

第５章 子ども・子育て支援事業計画  

 

（基本指針） 

第 60 条 内閣総理大臣は、教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制を整備し、子ども・子育て

支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実

施の確保その他子ども・子育て支援のための施策を総

合的に推進するための基本的な指針（以下「基本指針」

という。）を定めるものとする。  

２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定め

るものとする。  

一 子ども・子育て支援の意義並びに子ども・子育て支

援給付に係る教育・保育を一体的に提供する体制その

他の教育・保育を提供する体制の確保及び地域子ど

も・子育て支援事業の実施に関する基本的事項  

二 次条第１項に規定する市町村子ども・子育て支援事

業計画において教育・保育及び地域子ども・子育て支
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援事業の量の見込みを定めるに当たって参酌すべき

標準その他当該市町村子ども・子育て支援事業計画及

び第 62 条第１項に規定する都道府県子ども・子育て

支援事業支援計画の作成に関する事項  

三 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識

及び技術を必要とする児童の福祉増進のための施策

との連携に関する事項  

四 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られる

ようにするために必要な雇用環境の整備に関する施

策との連携に関する事項  

五 前各号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援給

付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施の確

保その他子ども・子育て支援のための施策の総合的な

推進のために必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又は変更しよう

とするときは、あらかじめ、文部科学大臣、厚生労働

大臣その他の関係行政機関の長に協議するとともに、

第 72 条に規定する子ども・子育て会議の意見を聴かな

ければならない。  

４ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。  

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第 61 条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とす

る教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供

体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施

に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業

計画」という。）を定めるものとする。  

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次

に掲げる事項を定めるものとする。  

一 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社

会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の

状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（以

下「教育・保育提供区域」という。）ごとの当該教育・

保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設に

係る必要利用定員総数（第 19 条第１項各号に掲げる

小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数

とする。）、特定地域型保育事業所（事業所内保育事業

所における労働者等の監護する小学校就学前子ども

に係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数（同項

第三号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限

る。）その他の教育・保育の量の見込み並びに実施し

ようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びそ

の実施時期  

二 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域

における各年度の地域子ども・子育て支援事業の量の

見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支

援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期  

三 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的

提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の

内容  

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前

項各号に規定するもののほか、次に掲げる事項につい

て定めるよう努めるものとする。  

一 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育

施設等の円滑な利用の確保に関する事項  

二 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法

第四条第二項に規定する障害児に対して行われる保

護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その

他の子どもに関する専門的な知識及び技術を要する

支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する

事項  

三 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られる

ようにするために必要な雇用環境の整備に関する施

策との連携に関する事項  

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育

提供区域における子どもの数、子どもの保護者の特定

教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の

利用に関する意向その他の事情を勘案して作成されな

ければならない。  

５ 市町村は、教育・保育提供区域における子ども及び

その保護者の置かれている環境その他の事情を正確に

把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村子ど

も・子育て支援事業計画を作成するよう努めるものと

する。  

６ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、社会福祉法

第 107 条に規定する市町村地域福祉計画、教育基本法

第17条第２項の規定により市町村が定める教育の振興

のための施策に関する基本的な計画（次条第４項にお

いて「教育振興基本計画」という。）その他の法律の規

定による計画であって子どもの福祉又は教育に関する

事項を定めるものと調和が保たれたものでなければな

らない。  

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定

め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、第 77

条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置してい

る場合にあってはその意見を、その他の場合にあって

は子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当

事者の意見を聴かなければならない。  

８ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定

め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、イン

ターネットの利用その他の内閣府令で定める方法によ

り広く住民の意見を求めることその他の住民の意見を

反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。  

９ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定

め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道

府県に協議しなければならない。  

10 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府県

知事に提出しなければならない。  

第 62 条（略） 

（都道府県知事の助言等） 

第 63 条 都道府県知事は、市町村に対し、市町村子ども・
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子育て支援事業計画の作成上の技術的事項について必

要な助言その他の援助の実施に努めるものとする。  

２ 内閣総理大臣は、都道府県に対し、都道府県子ども・

子育て支援事業支援計画の作成の手法その他都道府県

子ども・子育て支援事業支援計画の作成上重要な技術

的事項について必要な助言その他の援助の実施に努め

るものとする。 

（国の援助） 

第 64 条 国は、市町村又は都道府県が、市町村子ども・

子育て支援事業計画又は都道府県子ども・子育て支援

事業支援計画に定められた事業を実施しようとすると

きは、当該事業が円滑に実施されるように必要な助言

その他の援助の実施に努めるものとする。 

 

第６章 費用等  

 

 

（市町村の支弁） 

第 65 条 次に掲げる費用は、市町村の支弁とする。  

一 市町村が設置する特定教育・保育施設に係る施設型

給付費及び特例施設型給付費の支給に要する費用  

二 都道府県及び市町村以外の者が設置する特定教

育・保育施設に係る施設型給付費及び特例施設型給付

費並びに地域型保育給付費及び特例地域型保育給付

費の支給に要する費用  

三 地域子ども・子育て支援事業に要する費用  

（都道府県の支弁） 

第 66 条 都道府県が設置する特定教育・保育施設に係る

施設型給付費及び特例施設型給付費の支給に要する費

用は、都道府県の支弁とする。  

第 67 条～第 71 条（略） 

 

第７章 子ども・子育て会議等  

 

（設置） 

第 72 条 内閣府に、子ども・子育て会議（以下この章に

おいて「会議」という。）を置く。  

（権限） 

第 73 条 会議は、この法律又は他の法律によりその権限

に属させられた事項を処理するほか、内閣総理大臣の

諮問に応じ、この法律の施行に関する重要事項を調査

審議する。  

２ 会議は、前項に規定する重要事項に関し内閣総理大

臣その他の関係各大臣に意見を述べることができる。  

３ 会議は、この法律に基づく施策の実施状況を調査審

議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣その

他の関係各大臣に意見を述べることができる。  

（会議の組織及び運営） 

第 74 条 会議は、委員二十五人以内で組織する。  

２ 会議の委員は、子どもの保護者、都道府県知事、市

町村長、事業主を代表する者、労働者を代表する者、

子ども・子育て支援に関する事業に従事する者及び子

ども・子育て支援に関し学識経験のある者のうちから、

内閣総理大臣が任命する。  

３ 委員は、非常勤とする。  

（資料提出の要求等） 

第 75 条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要が

あると認めるときは、関係行政機関の長に対し、資料

の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求める

ことができる。  

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要が

あると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対

しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任） 

第 76 条 第 72 条から前条までに定めるもののほか、会

議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。  

（市町村等における合議制の機関） 

第 77 条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲

げる事務を処理するため、審議会その他の合議制の機

関を置くよう努めるものとする。  

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第

31 条第２項に規定する事項を処理すること。  

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第

43 条第３項に規定する事項を処理すること。  

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第 61

条第７項に規定する事項を処理すること。  

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施

策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び

当該施策の実施状況を調査審議すること。  

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処

理するに当たっては、地域の子ども及び子育て家庭の

実情を十分に踏まえなければならない。  

３ 前２項に定めるもののほか、第１項の合議制の機関

の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の条例で

定める。  

４ 都道府県は、条例で定めるところにより、次に掲げ

る事務を処理するため、審議会その他の合議制の機関

を置くよう努めるものとする。  

一 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に関し、

第 62 条第５項に規定する事項を処理すること。  

二 当該都道府県における子ども・子育て支援に関する

施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及

び当該施策の実施状況を調査審議すること。  

５ 第２項及び第３項の規定は、前項の規定により都道

府県に合議制の機関が置かれた場合に準用する。  

 

第８章 雑則（略） 

 

第９章 罰則（略） 

 

附則（平成 26 年４月 23 日法律第 28 号）抄 

 

（施行期日） 
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第１条 この法律は、平成 27 年４月１日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。  

一 第２条中次世代育成支援対策推進法附則第２条第

１項の改正規定並びに附則第４条第１項及び第２項、

第 14 条並びに第 19 条の規定 公布の日  

二 第２条並びに附則第３条、第７条から第 10 条まで、

第 12条及び第15条から第18条までの規定 平成26

年 10 月１日  

（以下略） 
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